
 

 

滋 食 安 第 2 8 3 号 

令和４年(2022 年)11 月９日 

 

総 務 部 長  様 

 

健康医療福祉部長 

(公印省略) 

 

採択請願の処理経過および結果について 

 

 令和４年 10 月 24 日付滋財第 244 号で依頼のありました標記のことについて、別添

のとおり報告します。 

 

記 

 

採択された請願 

 請願番号 ７ 

 件  名 滋賀県ふぐの取扱いの規制に関する条例の一部を改正する条例案につ

いて 

 

厚生・産業常任委員会資料６－２ 

令和４年（2022 年）12 月 15 日 

健 康 医 療 福 祉 部 生 活 衛 生 課 
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請願 
番号 

件 名 処理の経過および結果 

７ 滋賀県ふぐの取扱いの規制に

関する条例の一部を改正する

条例案について 
 
１ 県の現行のふぐ調理師制

度を残したうえで、国のガイド

ラインに沿ったふぐの処理者

認定制度を加えて設ける改正

とすること 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 本県では、滋賀県ふぐの取扱いの規制に関する

条例（平成４年滋賀県条例第 42 号。以下「ふぐ

条例」という。）を定め、ふぐ調理師によるふぐ

の取扱いおよび未処理ふぐの販売を規制し、ふぐ

の毒による食中毒の発生防止を図ってきました。 
ふぐは、料理店などで処理から調理まで一貫し

て行われることがほとんどでしたが、近年、全国

的にふぐの生産流通が拡大し、有毒部位が除去さ

れた処理済みのふぐやふぐ加工品が量販店や通

信販売でも購入でき、家庭でもふぐを食する機会

が増えるなど、状況が変化してきています。 
また、以前では漁獲されなかった地域でもふぐ

が漁獲されるようになったことなどから、ふぐの

取扱いについて、平成 30 年の食品衛生法改正時

に、厚生労働省令でふぐを処理する営業者が規定

され、「ふぐ処理者の認定基準」（以下「認定基準」

という。）が策定されました。 
これまで、ふぐを取扱う者の資格の基準は都道

府県によって、試験制度や講習会受講等異なって

いましたが、今回の「認定基準」の策定により、

ふぐ処理者に求める知識および処理技術を全国

同一の水準とし、ふぐ処理者の認定の際に必要な

知識および処理技術は、試験により確認すること

となりました。 
本県はこれまでから安全性の確保と調理技術

の双方を兼ね備えたふぐ調理師試験を実施して

おり、条例改正後も、処理技術試験を同水準で実

施していくため、ふぐの安全性の確保について

は、これまでと変わらず維持することができま

す。 
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これらの改正の考え方については、ふぐ調理師

会と協議を重ね、了解を得ておりましたが、この

たび一般社団法人滋賀県調理師会から、条例に

「県の現行のふぐ調理師制度を残したうえで、国

のガイドラインに沿ったふぐの処理者認定制度

を加えて設ける」よう、請願を頂きました。 
そこで、あらためて条例案を検討しましたが、

本県のふぐ調理師の制度は、ふぐ調理師でなけれ

ばふぐの調理を行うことを認めない制度である

一方、国のガイドラインに沿ったふぐ処理者の制

度は、ふぐの調理の規制はないことから、これら

の制度は両立しないため、条例に併存させること

はできません。 
仮に、現行のふぐ調理師制度を維持した上で、

ふぐの処理のみを行うための制度を設けるとす

ると、それは国のガイドラインに沿ったふぐ処理

者の制度とは異なるものになると考えられます。 
具体的には、全国同水準の「ふぐ処理者」によ

って有毒部位が除去された処理済みのふぐが、安

全性が確保されたものとして、食品衛生法上「食

品」として扱われるため、他の都道府県では「ふ

ぐ処理者」はふぐの処理、調理、加工が行えるよ

うになり、「調理師」は処理済みのふぐの調理、

加工ができるようになります。しかし、本県のふ

ぐ調理師の制度を残すと、他の都道府県と異な

り、本県のみ「ふぐ処理者」は処理しかできず、

「調理師」（ふぐ調理師ではない調理師）は今後

も処理済みのふぐの調理、加工ができないことに

なります。 
以上のことから、県としましては、本県の「ふ

ぐ処理者」と「調理師」のいずれの職域も狭める

ことなく、処理済みのふぐの調理、加工が行える

ようにする必要があることから、請願で求めてお

られる内容での条例案の修正は困難ですが、請願

の趣旨、これまでの本県のふぐ調理師制度を考慮

して、今後もできるだけ調理師の設置に努めてい
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ただきたいという趣旨から、改正条例案の第 17

条（営業者の責務）に新たに第３項として「営業

者（食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 55

条第１項の許可を受けた飲食店営業者に限る。）

は、その経営するふぐ処理施設ごとに、調理師法

（昭和 33 年法律第 147 号）第３条第１項の調理

師の免許を受けている者を置くよう努めなけれ

ばならない。」の規定を設けます。 
 なお、これまで本県が行ってきましたふぐ調理

師制度の歴史等を踏まえ、「ふぐ調理師」の名称

の使用や良質なふぐ料理の提供のための調理技

術の研鑽や調理師免許を持つふぐ処理者の取扱

いなどについては、ふぐ調理師会や調理師会とと

もに検討してまいります。 
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